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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期
第２四半期
累計期間

第７期
第２四半期
累計期間

第６期
第２四半期
会計期間

第７期
第２四半期
会計期間

第６期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
７月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高（百万円） 15,017 26,712 8,180 14,302 35,231

経常利益（百万円） 9,018 13,147 5,076 6,920 19,595

四半期（当期）純利益（百万円） 5,345 7,856 3,216 4,160 11,505

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） － － 2,094 2,121 2,113

発行済株式総数（千株） － － 44,852 227,540 45,424

純資産額（百万円） － － 14,356 27,490 20,552

総資産額（百万円） － － 20,592 40,392 32,170

１株当たり純資産額（円） － － 320.08 120.82 452.47

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
119.42 34.54 71.83 18.29 255.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
110.06 32.35 66.22 17.14 236.89

１株当たり配当額（円） － － － － 25.00

自己資本比率（％） － － 69.7 68.1 63.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,796 2,635 － － 11,630

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△164 8,081 － － △10,793

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△113 △1,113 － － △76

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 13,113 20,957 11,354

従業員数（人） － － 118 282 174

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　当社は平成22年８月13日開催の取締役会決議に基づき、平成22年10月１日付で普通株式１株につき５株の割

合で株式分割を実施しております。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 282 (139)

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、及び常駐の委託社員を含む）は、当第２四半期会計

　　　　　　期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

　　　　２　従業員数が当第２四半期会計期間中において66名増加しておりますが、これは業容拡大に伴う新規採用によるも

のであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社は、インターネットを利用したサービスの提供を事業としており、提供するサービスには生産に該当する事項

がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

　 

（２）受注状況

　当社では概ね受注から役務提供の開始までの期間が短いため、受注実績に関する記載を省略しております。

 

（３）販売実績

　当第２四半期会計期間の販売実績は、次の通りであります。

収入別
当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

有料課金収入（百万円） 11,938 185.7

広告メディア収入（百万円） 2,363 134.9

合計（百万円） 14,302 174.8

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 3,454 42.2 6,006 42.0

ＫＤＤＩ株式会社 1,677 20.5 2,730 19.1

ソフトバンクモバイル株式会社 1,149 14.1 1,941 13.6

株式会社ウェブマネー － － 1,447 10.1

株式会社アドウェイズ 1,003 12.3 － －

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 

EDINET提出書類

グリー株式会社(E22012)

四半期報告書

 4/30



２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下の通りであります。なお、文中の将来に関す

る事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。　

 

（１）業績の状況

　当第２四半期における我が国のインターネット利用環境は、アクセス網の大容量化や低廉化を背景にモバイル及

びＰＣ共になお発展段階にあります。平成21年12月時点でインターネット利用者数は9,408万人、そのうちブロード

バンド利用者数は6,867万人に達し、全利用者のうち約73％が光回線またはＤＳＬ回線等の利用が可能であると言

われております（総務省平成21年「通信利用動向調査」）。また、モバイルインターネットに関しても成長著しく、

平成22年12月時点で携帯電話契約数は１億1,706万件、そのうち第三世代携帯電話契約数は１億1,542万件に達し、

全端末のうち約99％は高速データ通信が可能な状況と言われております（電気通信事業者協会発表）。加えて、パ

ケット定額制に関しても、モバイルインターネットの利用拡大及び携帯電話事業者による定額料の見直しに伴い、

普及が一層進んでいると言われております。

　このような事業環境の下、当社は主力のインターネットメディア事業の拡大に向け、その中核を成すモバイル・Ｐ

Ｃ向けＳＮＳ「ＧＲＥＥ」において、ユーザー数の拡大、収益基盤の確立・強化に取り組んで参りました。ユーザー

数の拡大に向けては、引き続き大手通信事業者との連携やＴＶ-ＣＭ放映等によるプロモーションに取り組みまし

た。その結果、平成22年12月末には「ＧＲＥＥ」のユーザー数がモバイル・ＰＣ合計で2,383万人に達しておりま

す。

  収益基盤の確立 ・強化に向けては、釣りゲーム「釣り★スタ」、ペット育成ゲーム「踊り子 クリノッペ」、探検

ゲーム「探検ドリランド」、ガーデニングゲーム「ハコニワ」及びモンスター育成バトルゲーム「モンプラ」、海

賊バトルゲーム「海賊王国コロンブス」といった、一部有償アイテム利用を伴うエンターテインメント性の高い

ソーシャルゲームにおいて、新機能の導入などを実施するなど収益基盤の安定性向上を図りました。

　平成22年６月から開始した「ＧＲＥＥ　Ｐｌａｔｆｏｒｍ」をすべてのデベロッパーに開放したことにより、12月

末時点で約240社のデベロッパーから約560タイトルの多様なコンテンツが提供され、ユーザーのアクティビティの

活性化並びに一部有償アイテム等を通じた収益化に貢献しております。また、ＳＮＳの特性を活かしたオリジナル

のタイアップ広告、ソーシャルアドアプリ等を推進致しました。

　サイト内の安全性及びサービスの健全性の維持に関する取り組みとしては、平成20年８月に一般社団法人モバイ

ルコンテンツ審査・運用監視機構（注）（以下「ＥＭＡ」といいます。）より、サイト運用管理体制に関する第三

者認証を取得して以来、ＥＭＡ基準以上の管理体制を維持し、継続的・定期的に実施されるＥＭＡの審査に通過し

ております。

　更に、一層強固なパトロール体制の警備、青少年の保護・健全育成に向けた取り組みの強化などを継続的に実施

し、ユーザーによる安心かつ快適な利用環境の維持、並びにサービスの健全な発展に努めました。

　以上の取り組みの結果、当第２四半期会計期間の業績は、売上高は14,302百万円（前年同期比74.8％増）となりま

した。

費用面では、売上原価の増加に加え、上述の積極的なプロモーション活動による広告宣伝費3,218百万円及び支払

手数料1,543百万円等により販売費及び一般管理費が増加したものの、売上高の増加が寄与し、営業利益は6,924百

万円（前年同期比36.5％増）、経常利益は6,920百万円（前年同期比36.3％増）、四半期純利益は4,160百万円（前

年同期比29.4％増）となっております。

　　（注）モバイルコンテンツの健全な発展と違法・有害情報からの青少年保護を目的として、モバイルサイトの審　　

　　　　　　

　　　　　査、認定、運用監視等を行う第三者機関　
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（２）財政状態の分析

  当社の当第２四半期会計期間末の総資産は40,392百万円となり、前事業年度末に比べ8,221百万円増加致しまし

た。主な要因としましては、資産については法人税等、投資有価証券及び配当金の支払いによる「現金及び預金」の

減少（前事業年度末比397百万円減少）、売上高の増加に伴う「売掛金」の増加（前事業年度末比3,973百万円増

加）などが挙げられます。負債及び純資産については「未払金」の増加（前事業年度末比2,905百万円増加）、「未

払法人税等」の減少（前事業年度末比1,290百万円減少）、「利益剰余金」の増加（前事業年度末比6,720百万円増

加）などが挙げられます。

  企業の安定性を示す自己資本比率は前事業年度63.9％に対し、当第２四半期会計期間は68.1％と4.2ポイント増

加しております。また、支払い能力を示す流動比率は、前事業年度266.0％に対し当第２四半期会計期間は287.4％と

21.4ポイント増加しております。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は20,957百万円となり、

第１四半期会計期間末より3,983百万円増加となりました。

  当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期会計期間において営業活動により獲得した資金は、4,707百万円（前年同期比593百万円の収入増

加）となりました。売上債権の増加（2,347百万円）などにより資金が減少したものの、売上増加に伴い、税引前四

半期純利益が7,018百万円となったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期会計期間において投資活動により使用した資金は、700百万円（前年同期比656百万円の支出増加）

となりました。主な支出要因は、投資有価証券の取得による支出632百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期会計期間において財務活動により使用した資金は、23百万円（前年同期比20百万円の支出増加）と

なりました。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

  該当事項はありません。

　

（５）研究開発活動

  該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

（２）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 640,000,000

計 640,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 227,540,000 228,780,000
 東京証券取引所

（市場第一部）　

 単元株式数

100株　

計 227,540,000 228,780,000 － －

　　（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

①平成18年４月28日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 217

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数100株　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,340,000（注）１、５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4（注）２、５

新株予約権の行使期間
 自　平成20年４月29日

　至　平成28年４月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　4（注）５

資本組入額　2（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結

           果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

　　　２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

          整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
 

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金  

    額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋ 

　新株発行(処分)株式数×

　１株当たり払込金額 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

　　　３　新株予約権の行使の条件 

　　　 　(1) 新株予約権割当契約において、株式公開後段階的に権利行使が可能となる旨の定めがある。 

　　　　 (2) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の役員、従業員、委任・請負等の継続　　

　　　　　　 的な契約関係又は提携関係にある者であることを要する。 

 　 　 (3) その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を

           受けた者との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

  

　　　４　新株予約権の譲渡制限 

　　　　  権利の譲渡、担保設定その他の処分をすることは認めないものとする。

　

　　　５  平成20年８月22日付で普通株式１株につき2,000株の株式分割を、平成21年10月１日付で普通株式１株

　　　　　につき２株の株式分割を、また平成22年10月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割をそれぞれ

　　　　　行ったことにより、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予約権の行使時の払込金額、株式の

　　　　　発行価格及び資本組入額が調整されている。 
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

②　平成19年６月22日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個）    328

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）    －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）     6,560,000（注）１、５

新株予約権の行使時の払込金額（円）     22（注）２、５

新株予約権の行使期間
自　平成21年６月23日

 至　平成29年６月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　22（注）５

 資本組入額　11（注）５ 

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結

          果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

　　　２  新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

          整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
 

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金

    額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋ 

　新株発行(処分)株式数×

　１株当たり払込金額 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

　　　３  新株予約権の行使の条件 

　　　 　(1) 新株予約権割当契約において、株式公開後段階的に権利行使が可能となる旨の定めがある。 

　　　　 (2) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の役員、従業員、委任・請負等の継続

             的な契約関係又は提携関係にある者であることを要する。 

 　 　 (3) その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を

           受けた者との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

 　

　　　４  新株予約権の譲渡制限 

　　　　  権利の譲渡、担保設定その他の処分をすることは認めないものとする。

　　　

　　　５  平成20年８月22日付で普通株式１株につき2,000株の株式分割を、平成21年10月１日付で普通株式１株

　　　　　につき２株の株式分割を、また平成22年10月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割をそれぞれ

　　　　　行ったことにより、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予約権の行使時の払込金額、株式の

　　　　　発行価格及び資本組入額が調整されている。 
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  ③　平成20年６月27日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 234

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）     4,680,000（注）１、５

新株予約権の行使時の払込金額（円）     48（注）２、５

新株予約権の行使期間
 自　平成22年６月28日

　至　平成30年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　48（注）５

 資本組入額　24（注）５ 

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結

          果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

　　　２  新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

          整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
 

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金

    額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てる。 
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
既発行株式数 ＋ 

　新株発行(処分)株式数×

　１株当たり払込金額 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

　　　３  新株予約権の行使の条件 

　　　 　(1) 新株予約権割当契約において、株式公開後段階的に権利行使が可能となる旨の定めがある。 

　　　　 (2) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の役員、従業員、委任・請負等の継続

             的な契約関係又は提携関係にある者であることを要する。 

 　 　 (3) その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を

           受けた者との間で締結した新株予約権割当契約により決定するものとする。

  　

　　　４  新株予約権の譲渡制限 

　　　　  権利の譲渡、担保設定その他の処分をすることは認めないものとする。

　　

　　　５  平成20年８月22日付で普通株式１株につき2,000株の株式分割を、平成21年10月１日付で普通株式１株

　　　　　につき２株の株式分割を、また平成22年10月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割をそれぞれ

　　　　　行ったことにより、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予約権の行使時の払込金額、株式の

　　　　　発行価格及び資本組入額が調整されている。 
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　　平成22年10月１日

　　（注）１
181,952,000227,440,000 － 2,118 － 2,116

　　平成22年10月１日～

　　平成22年12月31日

　　（注）２

100,000227,540,000 2 2,121 2 2,118

　（注）１　株式分割（１：５）によるものであります。

　　　　２　新株予約権の権利行使による増加であります。

　　　　３　平成23年１月１日から平成23年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,240,000株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ11百万円増加しております。　　
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（６）【大株主の状況】

　 平成22年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 田中　良和  東京都港区 112,195 49.30

 ＫＤＤＩ株式会社  東京都新宿区西新宿２丁目３－２ 16,000 7.03

 山岸　広太郎  東京都港区　 7,870 3.45

 ステート　ストリート　バンク　

 アンド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行）

 P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

 02101 USA

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）　　

6,869 3.01

 日本トラスティ・サービス信託銀

 行株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海１丁目８－11 6,579 2.89

 日本マスタートラスト信託銀行株

 式会社（信託口）　
 東京都港区浜松町２丁目11－３ 4,787 2.10

 ザ　チェース　マンハッタン　バ

 ンク　エヌエイ　ロンドン　エス　

 エル　オムニバス　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほコー

 ポレート銀行）　

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET LONDON

 EC2P 2HD,ENGLAND

　

（東京都中央区月島４丁目16－13）

　

2,851 1.25

 サジヤツプ

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

 P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF  

 SAUDI ARABIA　

 (東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

2,654 1.16

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 2,408 1.05

 ステート　ストリート　バンク　

 アンド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　株式会社みずほコー

 ポレート銀行）

 P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

 02101 USA

（東京都中央区月島４丁目16－13）　　
2,371 1.04

計 － 164,587 72.33

　（注） フィデリティ投信株式会社及びエフエムアールエルエルシーから平成22年12月22日付で提出された

　　　　 大量保有報告書（変更報告書）の写しにより、平成22年12月15日現在でそれぞれ以下の通り株式を

　　　　 保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質

         所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　　　 なお、大量保有報告書（変更報告書）の写しの内容は以下の通りであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社

 

エフエムアール　エルエルシー

 東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 城山トラ

 ストタワー

 82 DEVONSHIRE STREET,BOSTON,

 MASSACHUSETTS 02109,USA　

4,681

　

5,142　

2.06

　

2.26　

 

EDINET提出書類

グリー株式会社(E22012)

四半期報告書

13/30



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　　 2,100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  227,519,700  2,275,197 ―

単元未満株式 普通株式       18,200 ― ―

発行済株式総数            227,540,000 ― ―

総株主の議決権 ―  2,275,197 ―

 

②【自己株式等】

　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

グリー株式会社
東京都港区六本木六

丁目10番１号
2,100 － 2,100 0.00

計 － 2,100 － 2,100 0.00
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年７月　 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 7,550 7,370
7,170

□1,401　
1,390　 1,090　 1,142　

最低（円） 5,900 6,080
6,200

□1,320　
981　 875　 995　

　（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　　　　２　□印は、株式分割（平成22年10月１日、１株→５株）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

　 　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年７月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年７月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年７月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,957 21,354

売掛金 11,655 7,682

その他 4,680 2,118

貸倒引当金 △218 △251

流動資産合計 37,074 30,903

固定資産

有形固定資産 ※1
 421

※1
 150

無形固定資産 192 151

投資その他の資産 2,703 965

固定資産合計 3,317 1,267

資産合計 40,392 32,170

負債の部

流動負債

未払金 6,964 4,058

未払法人税等 5,326 6,617

本社移転費用引当金 － 147

その他 607 794

流動負債合計 12,898 11,617

固定負債

その他 3 －

固定負債合計 3 －

負債合計 12,901 11,617

純資産の部

株主資本

資本金 2,121 2,113

資本剰余金 2,118 2,111

利益剰余金 23,050 16,330

自己株式 △2 △1

株主資本合計 27,288 20,552

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 201 －

評価・換算差額等合計 201 －

純資産合計 27,490 20,552

負債純資産合計 40,392 32,170
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 15,017 26,712

売上原価 1,009 2,011

売上総利益 14,008 24,700

販売費及び一般管理費 ※1
 4,995

※1
 11,554

営業利益 9,013 13,146

営業外収益

受取利息 1 9

還付消費税等 2 －

その他 0 1

営業外収益合計 4 10

営業外費用

為替差損 0 5

投資事業組合運用損 － 4

営業外費用合計 0 9

経常利益 9,018 13,147

特別利益

投資有価証券売却益 － 98

その他 － 8

特別利益合計 － 106

税引前四半期純利益 9,018 13,253

法人税、住民税及び事業税 3,833 5,258

法人税等調整額 △160 139

法人税等合計 3,672 5,397

四半期純利益 5,345 7,856
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【第２四半期会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 8,180 14,302

売上原価 374 1,225

売上総利益 7,805 13,076

販売費及び一般管理費 ※1
 2,732

※1
 6,152

営業利益 5,073 6,924

営業外収益

受取利息 0 －

還付消費税等 2 －

受取手数料 － 0

その他 0 －

営業外収益合計 2 0

営業外費用

為替差損 0 1

投資事業組合運用損 － 4

営業外費用合計 0 5

経常利益 5,076 6,920

特別利益

投資有価証券売却益 － 98

特別利益合計 － 98

税引前四半期純利益 5,076 7,018

法人税、住民税及び事業税 2,024 3,184

法人税等調整額 △165 △326

法人税等合計 1,859 2,857

四半期純利益 3,216 4,160
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 9,018 13,253

貸倒引当金の増減額（△は減少） 49 △33

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） － △147

受取利息及び受取配当金 △1 △9

売上債権の増減額（△は増加） △2,237 △3,973

未収入金の増減額（△は増加） － △2,623

未払金の増減額（△は減少） △35 2,873

その他 △1 △202

小計 6,791 9,138

利息及び配当金の受取額 1 16

法人税等の支払額 △3,996 △6,518

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,796 2,635

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 10,000

有形固定資産の取得による支出 △66 △397

敷金の差入による支出 △52 △103

投資有価証券の取得による支出 △39 △1,409

その他 △7 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △164 8,081

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 － 15

配当金の支払額 △111 △1,127

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △113 △1,113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,519 9,602

現金及び現金同等物の期首残高 10,594 11,354

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 13,113

※1
 20,957
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

　
　

１会計処理基準に関する

事項の変更

（１）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「未収入金の増減額（△は増加）」（前第２四半期累計期間50百万円）、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示しておりました「株式の発行による収入」（前第２四半期累計期間2百万円）は重要性が増加

したため、当第２四半期累計期間より区分掲記することとしました。

　 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 110百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 72百万円

    ２　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引　　　

　　 銀行３行と当座貸越契約を締結しております。　

       これらの契約に基づく当第２四半期会計期間末の

     借入金未実行残高は以下の通りであります。 

 

　 ２　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

     銀行３行と当座貸越契約を締結しております。　

       これらの契約に基づく当事業年度末の借入金未実

     行残高は以下の通りであります。

当座貸越契約極度額 2,300百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,300百万円

当座貸越契約極度額 2,300百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 2,300百万円

　

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次の通りであります。

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

　　は次の通りであります。

  

広告宣伝費 2,524百万円

支払手数料 1,323百万円

貸倒引当金繰入額 208百万円

広告宣伝費 　6,539百万円

支払手数料 2,703百万円

貸倒引当金繰入額 218百万円

　 

前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次の通りであります。

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

　　は次の通りであります。

  

広告宣伝費 1,396百万円

支払手数料 720百万円

貸倒引当金繰入額 139百万円

広告宣伝費 　3,218百万円

支払手数料 1,543百万円

貸倒引当金繰入額 180百万円

　

EDINET提出書類

グリー株式会社(E22012)

四半期報告書

22/30



（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 

現金及び預金勘定 13,113百万円

現金及び現金同等物 13,113百万円

現金及び預金勘定 20,957百万円

現金及び現金同等物 20,957百万円

　 

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年

12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　   227,540,000株  

 

２　自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 2,110株   

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。   

 

４　配当に関する事項

（１）配当金支払額　

　
　
（決議）　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年９月28日

定時株主総会　
普通株式 1,135 25

平成22年

６月30日

平成22年

９月29日
利益剰余金　

　

（２）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　当社は、インターネットメディア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　（追加情報）

　　　第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

　　月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

　　年３月21日）を適用しております。

EDINET提出書類

グリー株式会社(E22012)

四半期報告書

24/30



（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 120.82円 １株当たり純資産額 452.47円

　（注）１.　当社は、平成22年10月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。当該株式分割が前事業

年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前事業年度末の１株当たり純資産額は90.49円でありま

す。

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 119.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
110.06円

１株当たり四半期純利益金額 34.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
32.35円

　（注）１.　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、

以下の通りであります。　

       　　

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 5,345 7,856

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 5,345 7,856

期中平均株式数（千株） 44,764 227,456

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

普通株式増加数（千株） 3,805 15,372

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

２.　当社は、平成22年10月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。当該株式分割

が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期累計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は23.88円、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は22.01円であり

ます。
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前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 71.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
66.22円

１株当たり四半期純利益金額 18.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
17.14円

（注）１.　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、

以下の通りであります。　

       　　

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 3,216 4,160

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 3,216 4,160

期中平均株式数（千株） 44,773 227,522

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

普通株式増加数（千株） 3,798 15,263

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

２.　当社は、平成22年10月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。当該株式分割

が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期会計期間に係る１株当

たり四半期純利益金額は14.37円、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は13.24円であり

ます。
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（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。

　

　　

２【その他】

　該当事項はありません。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成２２年２月１２日

グ　リ　ー　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中
　

新日本有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神谷　和彦　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 百井　俊次　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグリー株式会社

の平成２１年７月１日から平成２２年６月３０日までの第６期事業年度の第２四半期会計期間（平成２１年１０月１日か

ら平成２１年１２月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２１年７月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、グリー株式会社の平成２１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成２３年２月１４日

グ　リ　ー　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 百井　俊次　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢部　直哉　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグリー株式会社

の平成２２年７月１日から平成２３年６月３０日までの第７期事業年度の第２四半期会計期間（平成２２年１０月１日か

ら平成２２年１２月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２２年７月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、グリー株式会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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